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研究成果の概要（和文）：本研究課題では，①快適条件5m歩行時間，最速条件5m歩行時間，アップアンドゴー，5回起
立テスト，握力，の5種類の運動機能テストの地域高齢者における標準値の設定，②設定した標準値を基に5種類の運動
機能テストの測定結果を簡便に判定可能な判定システムの構築，③システムの判定結果と高齢者の生活機能低下との関
連性の実証，について成果をだすことができた．以上の①～③の研究成果により，高齢者の運動機能テストの結果を簡
便に判定システムするシステムを開発し，さらにその判定結果の有用性を示すことができたと考える．

研究成果の概要（英文）：In this study, we could achieve the following purpose: (i) determined the 
reference values in five physical performance tests (5m walking time at comfortable pace, 5m walking time 
at maximum pace, timed up and go test, 5 repetition chair stand test and grip strength) for 
community-dwelling older people; (ii) developed the assessment system for judgement in physical 
performance test based on the reference values which was determined by this study; (iii) established the 
evidence for the association between functional decline in older people and judgment outcome by the 
assessment system. Through this study, we could develop the easy assessment system for judgement in 
physical performance tests for community-dwelling older people. Further, we showed that a judgment 
outcome by the assessment system could predict functional decline in older people; that fact indicated 
the usefulness of the assessment system which was developed in this study.

研究分野：老年学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
超高齢社会である我が国にとって，自立し
た生活を送ることのできる期間である健康
寿命の延伸は重要な課題である．健康寿命の
延伸のためには，高齢期に要介護状態に陥る
ことを予防することが重要である．要介護状
態を予防するためには，第一に，要介護リス
クの評価を適切に行うことが肝要である．高
齢者の要介護原因は，脳血管疾患，認知症，
衰弱，転倒・骨折，関節疾患で約 7割を占め
る 1)．なかでも，衰弱，転倒・骨折，関節疾
患に関しては，筋力低下，歩行能力低下，バ
ランス能力低下，などの運動機能が大きく影
響すると考えられる 2-4)．そのため，高齢者の
要介護リスクの評価指標として，様々な運動
機能テストが開発され，実際に臨床でも用い
られている．事実，歩行速度，Timed Up and 
Go test (TUG)，5 回起立テスト (5CST)，握
力といった運動機能テストについては，高齢
者の生活機能低下を予測できることが，これ
までの研究結果で明らかにされている 5-8). 
一方，運動機能テストには，標準値やカッ
トオフ値といった明確な判定基準値が定め
られていないことが多い．無論，運動機能テ
ストの標準値やカットオフ値を検証してい
る先行研究はあるが 9,10)，限られたサンプル
を基にした推定値であるため，どの程度一般
化可能であるかは不明である．特に，いくつ
かの運動機能テストでは，人種差または地域
差があることが指摘されており 11)，報告され
ている標準値やカットオフ値が，全ての人種
や地域に対しても一般化可能であるかは疑
問である．従って，運動機能テストに対する
標準値やカットオフ値を設定するためには，
人種または地域差を考慮することが必要で
ある．さらに，人種または地域差を考慮した
標準値やカットオフ値を設定することがで
きれば，その値を基準とした運動機能テスト
の評価法の開発に繋げることも可能である
と考えられる． 
 
２．研究の目的 
(1)運動機能判定システムの開発 
本研究課題における第一の目的は，①日本
人の地域在住高齢者に対して，メタ分析の手
法を用いて大規模サンプルでの運動機能テ
ストの標準値を設定し，②設定した標準値を
用いて，運動機能テストの結果を簡便に判定
する方法を開発することである． 
(2) 運動機能判定システムの有用性 
本研究課題における第二の目的は，開発し
た運動機能テストによる判定結果の有用性
を検討することである．  
 
３．研究の方法 
(1)運動機能テストの標準値の設定と判定方
法の開発 
 高齢者の運動機能テストとして有用性が
示されている 5-8)，快適条件 5m 歩行時間(CWS)，
最速条件 5m 歩行時間(MWS)，TUG，5CST，握

力，の合計5種類の運動機能テストについて，
メタ分析による標準値の算出を行った．各運
動機能テストのメタ分析による標準値の算
出方法の詳細については先行研究にて詳述
されている通りである 12,13)． 
メタ分析に用いたデータから，以下の式
(a)および(b)を用いて，各運動機能テストの
測定値を統計学的に標準化し，運動機能テス
トの結果を判定する手法を考案した．なお，
式(a)における，ni は各運動機能テストのメ
タ分析に含まれていた個々のデータのサン
プル数，SDi はメタ分析に含まれていた個々
のデータの標準偏差を示している．また，式
(b)において，erf は誤差関数，Xは対象者に
実施した各運動機能テストの測定値(実測
値)，µはメタ分析で算出した各運動機能テス
トの標準値，σは式(a)で算出する統合標準
偏差を示す． 
 
統合標準偏差(σ) 
= {∑(ni-1)*SDi2 / ∑(ni-1)}1/2  (a) 
  
各運動機能テストの標準化スコア  
= 1–[1/2*[1+erf{(X–µ)/(2σ2)1/2}]]  (b) 
  
式(b)は正規分布の累積分布関数を利用し
たもので，対象者の各運動機能テストの測定
値を，全て 0～1 までのスコア（以下，標準
化スコア）に統計学的に標準化することがで
きる．標準化スコアの解釈として，0.5 の場
合は地域在住自立高齢者の標準値と等しい
ことを意味し，0.5～1までの範囲で数値が大
きくなるほど当該テストでのレベルが標準
値よりも高く，0～0.5 までの範囲で数値が小
さくなるほど当該テストでのレベルが標準
値よりも低いことを意味する． 
 
(2)運動機能テスト判定法の有用性の検討 
 要介護認定を受けていない，地域で自立し
た生活を送る 65歳以上の高齢者 98名を対象
に調査を行った．対象者は，地域の広報誌等
を通じて募集した．除外基準は，要介護認定
をうけている場合，歩行が自立していない場
合，主治医より運動を禁止されている場合，
明らかな認知症があり指示内容を理解でき
ない場合，疼痛により運動が制限されている
場合，とした．運動機能テストとしては，CWS，
MWS，TUG，5CST，握力の 5種類のテストを実
施した．測定は2回実施し，最良値に対して，
前述の式(a)および(b)を用いて，各運動機能
テストを標準化スコアに変換した．その後，
5 種類の運動機能テストの標準化スコアの平
均値を算出し，総合的な運動機能の指標とし
た（以下，平均運動機能スコア）． 
運動機能テストに加え，対象者の基本属性
として，年齢，性別，BMI，既往歴，服薬状
況，疼痛の有無と場所，運動習慣の有無，過
去 1年の転倒歴の有無，主観的健康感，生活
満足度，生活機能を調査した．主観的健康感
は，自身の健康状態を 4件法で調査した．生



活満足度は生活満足度尺度 K(LSIK)を用い，
生活機能は老研式活動能力指標を用いて調
査した．なお，生活機能に関しては，老研式
活動能力指標が満点の場合を高次生活機能
が自立，それ以外が非自立と操作的に定義し
た． 
加えて，98名の対象者のうち， 54 名に対
象者に対して，4 ヶ月後に CWS，MWS，TUG，
5CST，握力の 5種類のテストと老研式活動能
力指標について再度調査を行った．ベースラ
インおよび追跡調査時の結果から，運動機能
テストの測定値と平均運動機能スコアの変
化量を算出した．また，老研式活動能力指標
に関しては，ベースラインと追跡調査時点で
の点数が不変または向上していた場合に高
次生活機能が「改善・維持」，1点以上低下し
ていた場合に高次生活機能が「悪化」と操作
的に定義し，その後の統計解析を行った． 
各運動機能テストの測定値，平均運動機能
スコアおよび基本属性について，生活機能の
自立・非自立との関連性を，Fisher の直接確
率法，対応のない t検定，Mann-Whitney U 検
定で統計学的に解析した．さらに，平均運動
機能スコアの生活機能低下に対する識別能
力を，受信者動作特性曲線(ROC 曲線)を用い
て検証した．統計解析には，統計ソフト R 
programming language and environment(R 
version3.1.3)14)および Easy R15)を用いた． 
なお，本調査は北里大学医療衛生学部研究
倫理審査委員会の承認を得て実施した（承認
番号：2013-027）．また，対象者には本研究
に関しての説明を行い，同意を得た． 
 
４．研究成果 
(1)運動機能テストの標準値の設定と判定法 
 各運動機能テストの標準値と前述の式(a)
より算出した統合標準偏差(σ)を表 1に示す． 
 
 
表 1.各運動機能テストの標準値と統合標準 
偏差（σ） 
運動機能
テスト 

標準値 σ 単
位 

CWS =0.057 *年齢 0.89 秒 

MWS(男) =0.034 *年齢 0.60 秒 

MWS(女) =0.034 *年齢 + 0.51 0.60 秒 

TUG  =6.597 2.30 秒 

5CST =8.495 2.43 秒 

握力(男) = 78.74 - 0.62 *年齢  6.41 Kg 

握力(女) = 46.90 - 0.35 *年齢 4.52 Kg 

 
 
TUG と 5CST は表 1 中の値が標準値である．
CWS，MWS，握力の標準値は表 1中の数式に対
象者の年齢を代入して算出する結果が標準
値である．表１の標準値とσの値から，研究
の方法で既述した式(b)を用いることで，5種

類の運動機能テストの測定結果を，すべて 0
から 1の標準化スコアに変換し，解釈するこ
とが可能となった．実際に，地域で自立した
生活を送る高齢者 98 名の運動機能テストの
測定結果を標準化スコアに変換した結果を
表 2に示す．測定値を標準化スコアとするこ
とで，対象者の運動機能が標準よりも優れて
いることが明確となった．さらに，各運動機
能テストを標準化スコアに変換した結果を
Jonckheere-Terpstra 検定にて解析した結果，
5CST，CWS，TUG，MWS，握力の順番でスコア
が低下していくこともされた(p<0.001)．す
なわち，異なる運動機能テスト間の成績の比
較も可能であることが示された． 
 
 
表 2.運動機能テストの測定値と判定結果 

運動機能テスト 測定値 スコア† 

5CST 5.6±1.2 秒 0.9±0.1 

CWS 3.1±0.6 秒 0.8±0.2 

MWS 2.5±0.4 秒 0.7±0.2 

握力 25.6±5.7 Kg 0.6±0.2 

TUG 5.2±0.8 秒 0.7±0.1 
†：標準化スコア(0～1の範囲) 
 
 
ただし，本研究で設定した 5種類の運動機
能テストの標準値は，地域在住で日常生活が
自立している高齢者を対象とした標準値で
ある．従って，本システムを用いた運動機能
テストの判定は，地域在住の自立高齢者の運
動機能テストの測定結果を判定するための
ものであり，虚弱高齢者や要介護高齢者への
適応については注意が必要である． 
 
(2)運動機能テスト判定法の有用性の検討 
①横断データでの検討 
高次生活機能との関連については，関連す
るデータに欠損のない 94 名のデータを解析
した．結果，43 名(45.7％)は高次生活機能が
非自立であった．統計解析の結果，高次生活
機能において，非自立群の高齢者は自立群の
高齢者と比較して，有意に平均運動機能スコ
アが低かった(p<0.01)(表 3)．一方，性別以
外の基本属性と各運動機能テストの測定値
には，高次生活機能が自立か非自立かで有意
差は認められなかった(表 3)． 
一方で，性別と高次生活機能との間にも有
意な関連性が認められたため(表 3)，高次生
活機能の自立・非自立を従属変数，性別と平
均運動機能スコアを独立変数とするロジス
ティック回帰分析を行った．結果，平均運動
機能スコアは有意に高次生活機能の非自立
と関連を示し，高次生活機能の非自立に対す
る平均運動機能スコアのオッズは，スコアが
0.1増加するごとに0.66(95％CI：0.44～0.99，
p<0.05)であった．平均運動機能スコアにお



ける，高次生活機能の非自立に関する ROC 曲
線の曲線下面積(AUC)は 0.65(95％CI：0.54
～0.76)，感度 79.1％，特異度 49.0％，高次
生活機能の自立・非自立を識別するカットオ
フ値は 0.81 であった． 
 
 
表 3. 高次生活機能の自立・非自立による基
本属性と運動機能 

評価項目 自立

(n=51) 

非自立

(n=43) 

基本属性   

年齢(歳) 71.0±5.1 70.7±5.4 

性別(男/女) 7/47 11/32* 

BMI 22.7±3.5 22.7±3.2 

運動習慣有(有/無) 38/13 26/17 

主観的健康感(点) 1.7±0.7 1.8±0.6 

疾患保有数(個) 1.0±0.9 1.1±0.6 

服薬数(個) 1.0±0.9 1.2±0.8 

疼痛箇所数(個) 1.6±0.9 1.6±1.3 

運動機能テスト   

5CST(sec) 5.5±1.3 5.7±1.2 

CWS(sec) 3.0±0.5 3.3±0.6 

MWS(sec) 2.4±0.4 2.5±0.5 

握力(Kg) 25.9±5.4 25.8±5.8 

TUG(sec) 5.1±0.8 5.3±0.9 

スコア† 0.8±0.1 0.7±0.1* 

表中の数値は平均±SD または人数を記載 
*：p<0.05（自立群と非自立群の比較）  
†：標準化スコア(0～1の範囲) 
 
 
 以上の結果より，運動機能テストの測定値
では，高齢者の高次生活機能の自立の有無と
有意な関連を示さなかったが，本研究で開発
した運動機能の判定方法を用いて算出した
平均運動機能スコアでは，高齢者の高次生活
機能の自立の有無と有意な関連を示した．平
均運動機能スコアの，高次生活機能の自立の
有無を識別する能力については，統計学的に
は識別可能な能力を確認できたが，感度や特
異度には課題が残る結果であった．  
 
②縦断データでの検討 
54 名の対象者のうち，ベースラインと 4ヶ
月後の両時点で運動機能テストおよび高次
生活機能の評価が可能であった48名(追跡率
88.9％)を解析対象とした．そのうち，高次
生活機能が「悪化」したのは 10 名(20.8％)
であった．高次生活機能が「改善・維持」群
と「悪化」群の比較をした結果，「改善・維

持」群では「悪化」群よりも，服薬数が有意
に多く，平均運動機能スコアの変化量が有意
に改善していたことが示された ( 表
4)(p<0.05)． 
 
 
表 4.高次生活機能と運動機能の変化と関連 

評価項目 改善・維持

(n=38) 

悪化 

(n=10) 

基本属性   

年齢(歳) 69.7±3.9 67.8±2.3 

性別(男/女) 7/31 2/8 

BMI 22.9±3.3 22.4±3.6 

運動習慣有(有/無) 15/23 3/7 

主観的健康感(点) 1.7±0.5 1.6±0.5 

疾患保有数(個) 1.2±0.8 1.2±0.8 

服薬数(個) 1.2±0.8 0.6±0.7* 

疼痛箇所数(個) 1.7±1.1 1.2±0.9 

運動機能テスト   

5CST(sec) 0.7±0.9 0.6±0.6 

CWS(sec) 0.1±0.6 0.2±0.5 

MWS(sec) 0.0±0.4 -0.1±0.4 

握力(Kg) 0.4±2.9 -0.0±2.4 

TUG(sec) 0.5±0.5 0.3±0.5 

スコア† 0.1±0.1 0.0±0.1* 
表中の数値は平均±SD または人数を記載 
*：p<0.05（改善・維持群と悪化群の比較） 
†：標準化スコア(0～1の範囲) 
 
 
交絡要因の調整のため，高次生活機能の
「改善・維持」または「悪化」を従属変数と
し，服薬数と平均運動機能スコアを独立変数
とするロジスティック回帰分析を行ったと
ころ，統計的有意水準に達しなかったが平均
運動機能スコアは高次生活機能の「悪化」と
関連する傾向が認められ，高次生活機能の
「悪化」に対する平均運動機能スコア変化量
のオッズは，スコアが 0.1 増加するごとに
0.36(95％CI：0.12～1.11，p<0.1)であった．
さらに，ROC 曲線により，高次生活機能の「悪
化」に対する平均運動機能スコアの変化量の
識別能力を検討したところ，AUCは 0.72(95％
CI：0.55～0.89)，感度 80％，特異度 74％，
高次生活機能の「改善・維持」と「悪化」を
識別するカットオフ値は 0.00 であった． 
 以上の結果より，横断データで示された結
果と同様に，縦断データにおいても運動機能
テストの測定値は，いずれのテストでも高次
生活機能の変化と関連を示さなかったが，平
均運動機能スコアの変化は高次生活機能の



変化と有意な関連を示した．交絡要因を調整
した多変量解析では，平均運動機能スコアと
生活機能との関連は統計学的有意水準には
達しなかったが，関連の傾向は認められた．
おそらく，横断データよりも対象者数が少な
いことが有意水準に影響を与えたものと考
えられる．従って，対象者数を増やした縦断
調査を実施する必要があると考えられた．一
方で，平均運動機能スコアの変化量は，高次
生活機能低下の有無を識別する能力を有す
ることが示された．横断データでの解析結果
よりも，感度・特異度は改善されており，AUC
も許容範囲内の数値であったことは興味深
い結果であった．カットオフ値が 0.00 であ
ったことから，総合的に運動機能が維持され
ている状態であれば，生活機能は維持される
とも考えられる結果であった．この点を明確
にするためにも，対象者数や追跡期間などの
研究デザインを再考して縦断調査を実施す
ることが必要であると考えられた． 
 本研究課題を通じて，高齢者の運動機能を
簡便に判定する方法を確立し，さらにその方
法の有用性を明らかにすることができた．本
研究課題での運動機能テスト判定法を用い
れば，5CST，CWS，MWS，TUG，握力の 5 種類
の運動機能テストの結果を，0～1の数値に標
準化しスコアに変換する手法を考案した．こ
の手法によって変換されるスコアを標準化
スコアとし，標準化スコアによって各運動機
能テストの測定結果を簡便に判定すること
ができるようになった．具体的には，標準化
スコアが0.5の場合は地域在住自立高齢者の
標準値と等しいことを意味し，0.5 を下回る
ほど標準値よりも低いレベルにあり，0.5 を
上回るほど標準値よりも高いレベルにある
ことを意味しているというものである．測定
結果の生データや単純に標準値と比較する
だけよりも，0～1の数値を見て，すぐにレベ
ルを判定することができる簡便な方法であ
ることも確認することができたと考えられ
た． 
さらに本研究課題の成果は，高齢者の高次
生活機能低下のリスクを予測し，評価するた
めの簡便なツールとして，介護予防の現場で
も実際に適用することができるものである
と考えられる．特に，基本的 ADL よりも高次
の生活機能との関連性を示した本研究の手
法は大変有益なものであると考えられる．す
なわち，早い段階から生活機能低下のリスク
を評価できる可能性があると言える．また，
運動器の機能向上などの介護予防事業にお
ける，アウトカム評価としても用いることも
できると考えられる．ただし，平均運動機能
スコアが高次生活機能低下と関連すること
を明らかにすることができたものの，生活機
能低下の予測精度には課題も残っている．今
後，研究デザインの見直しを行い，生活機能
低下を高精度に予測することができるよう，
本手法を改良するための新たな研究が必要
であると考えられた． 
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